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※ ｢ユニバーサルデザイン推進事業｣･･･「すべての人のためのデザイン（構想、計画、設計）」です。年齢、性別、身体、言語など、人

が持つ様々な特性や違いを超えて、すべての人が利用しやすい、デザインをしていこうという考え方です。

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆健康づくり推進事業

◆老人保健事業

主 　 な 　 事 　 業

　②  生涯にわたり自主的に健康管理ができる都市づくり

　生涯にわたり自主的に健康管理ができる都市づくりを図るために、健康づくりの推進として、健康

づくり推進事業や老人保健事業を推進します。

健康づくりの推進

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆児童手当支給事業

◆子育て支援対策事業

◆保育促進事業

◆次世代育成支援対策推進行動計画策定事業

◆ひとり親家庭医療費助成事業

◆母子寡婦父子福祉事業

◆母子保健事業

主 　 な 　 事 　 業

　③  安心して子供を産み、心豊かに子育てができる都市づくり

　安心して子供を産み、心豊かに子育てができる都市づくりを図るために、子育て支援体制の整備及

び児童福祉の充実として、児童手当支給事業や子育て支援対策事業等を進めつつ、母（父）子福祉、

母子保健の充実を推進します。

子育て支援体制の整備及び児童福祉
の充実

母（父）子福祉の充実

母子保健の充実
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※ ｢産学官連携事業｣･･･産業界、大学等教育機関、行政が連携して地域の課題解決や開発などに協働で取組む事業です。

※ ｢異業種交流促進事業｣･･･商工業者や農林水産業者、観光業者などの異業種間の交流を促進し、地域に密着した商工業をはじ

めとする産業の発展と地域の一体性を醸成する事業です。

※ ｢産業振興交流センター整備事業｣･･･産業振興を図るために職種を問わず自由に活用できる拠点として交流センター施設を

整備する事業です。（既存施設の活用を含む。）

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆商店街等活性化推進事業

◆中小企業活性化事業

◆産学官連携事業（新規）

◆異業種交流促進事業（新規）

◆産業振興交流センター整備事業（新規）

◆新エネルギー等の開発、利用促進事業

◆商業振興事業

◆地域企業振興事業

◆企業誘致事業

◆産業フェア促進事業

◆起業家支援推進事業

◆工業振興事業

商工業の振興

主 　 な 　 事 　 業

　①  産業間の交流、ふれあいによる商工業の振興を図る都市づくり

　産業間の交流、ふれあいによる商工業の振興を図る都市づくりのために、商業の振興として、中小

企業活性化事業や異業種交流促進事業を進め、また、工業の振興として、地域企業振興事業や企業

誘致事業、起業家支援推進事業などを推進します。

（５）産業ふれあいの都市づくり（産業経済の振興）
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※　｢新市のブランドづくり促進事業｣･･･１市６町の地域特性に応じた特産品づくり（適地適作）を促進します。

※　｢市民農園整備事業｣･･･作物を作り・育て・収穫する喜びを体験できる市民農園の整備を行います。

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆農林業振興事業

◆農村振興総合整備事業

◆環境保全型農業総合整備事業

◆農業用水資源開発事業

◆農道及び用排水路整備事業

◆森林保全対策事業

◆林道整備事業

◆森林整備事業

◆畜産振興推進事業

◆生産者組織等育成事業

◆シラス対策事業

◆中山間地域総合整備事業

◆県単独農業農村整備事業

◆海岸保全施設整備（高潮）事業

◆むらづくり推進事業

◆新市のブランドづくり促進事業（新規）

◆市民農園整備事業（新規）

◆田園地域整備事業

◆地産地消推進事業

◆海面環境保全事業

◆魚類繁殖保護事業

◆豊かな海づくりパイロット事業

◆内水面漁業振興事業

主 　 な 　 事 　 業

　②  生産者と消費者とのふれあいによる農林水産業の振興を図る都市づくり

　生産者と消費者とのふれあいによる農林水産業の振興を図る都市づくりのために、農林業の振興と

して、農村振興総合整備事業をはじめ農道及び用排水路整備事業、林道整備事業や畜産振興推進事業、

新市のブランドづくり促進事業を推進します。

農林業の振興

水産業の振興
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※　｢新市の観光商品開発事業｣･･･農業体験・職場体験などの、現在の観光客のニーズに対応した、観光の目玉となる商品を開発

することです。

※　｢観光案内板標識整備事業｣･･･観光客に癒しと安らぎを与える様な特色ある観光案内板を整備します。

※　｢観光ルート開発事業｣･･･現在の１市６町の観光は点でのみつながっているため、それを線から面にしていくことを目的と

した事業です。（例：観光地周遊バス・観光タクシーの設置等）

※　｢市民総ぐるみおもてなし事業｣･･･観光地づくりは人づくり。観光客に「もう一度来たい」と思わせるような接客。または、観

光ボランティアの育成等を目的とした事業です。

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆観光（宣伝）事業

◆新市の観光商品開発事業（新規）

◆観光地整備事業

◆マリンゾーン整備事業

◆観光振興計画策定事業

◆各種イベント事業

◆観光案内板標識整備事業（新規）

◆観光ルート開発事業（新規）

◆市民総ぐるみおもてなし事業（新規）

主 　 な 　 事 　 業

　③  観光客と地域住民とのふれあいによる観光の振興を図る都市づくり

　観光客と地域住民とのふれあいによる観光の振興を図る都市づくりのために、観光・レクリエーシ

ョンの振興として、観光（宣伝）事業、新市の観光商品開発事業や観光振興計画策定事業等を推進し

ます。

観光・レクリエーションの振興

いや
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※ ｢地域まちづくり支援事業｣･･･地域住民が主体となって地域の特色を活かし、独自の｢テーマ｣や｢目標｣を設定し、その実現に

向けて住民がお互いに知恵を出し合い、活力ある個性豊かな地域づくりを進める地区公民館を支援する事業（旧国分市の例参

照）です。

※ ｢地域振興計画策定・実施支援事業｣･･･「自分たちの地域は自分たちでつくる」という自治意識のもと、旧市町の校区あるいは、

自治会単位で、地域の振興計画を策定し、実施するものに支援する事業（旧霧島町の例参照）です。

※ ｢地区公民館づくり拠点施設整備事業｣･･･地区ごとの話し合いの活動の場としての活用や伝統行事、イベント交流などの場と

しての拠点整備事業（既存施設の活用を含む）です。

※ ｢地域審議会の設置｣･･･新市まちづくり計画を変更する場合に市長に意見を述べる市長の附属機関として合併前の市町の区

域を単位とする７つの地域審議会を合併の日から概ね10年間置くものです。

※ ｢地区まちづくり推進体制整備事業｣･･･新市のまちづくり推進要綱等に基づく、旧市町あるいは校区別にまちづくりを推進す

るための体制整備事業（例：旧市町まちづくり委員会等）です。

※ ｢公共施設等里親制度導入事業｣･･･住民と行政が協働で進める「まち美化プログラム」です。一定の公共施設（例えば公園や街

路樹等）を住民が里親となって美化（清掃）を行い、行政がこれを支援します。住民と行政が互いの役割分担を定め、両者のパー

トナーシップのもとで美化を進める事業です。

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆地域まちづくり支援事業

◆地域振興計画策定・実施支援事業

◆地区公民館づくり拠点施設整備事業（新規）

◆ボランティア活動支援事業

◆地域審議会の設置（新規）

◆ＮＰＯ設立支援事業

◆地区まちづくり推進体制整備事業（新規）

◆公共施設等里親制度導入事業（新規）

◆自主防犯組織等奨励促進事業

住民参画の推進

自治会活動の促進

ボランティア活動の促進

地域づくりの推進

主 　 な 　 事 　 業

　① 住民・自治会組織・企業・ボランティア団体・ＮＰＯ（民間非営利団体）などと行政との協

働による都市づくり

　住民・自治会組織・企業・ボランティア団体・ＮＰＯなどと行政との協働による都市づくりを図るた

めに、住民参画の推進をはじめ、自治会活動の促進、ボランティア活動の促進、地域づくりの推進を

します。

（６）住民参画の都市づくり（コミュニティの推進）
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■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆異業種間交流事業

◆人材育成研修事業

◆国際交流推進事業

◆国際交流のまちづくり推進事業

◆交流施設整備事業

主 　 な 　 事 　 業

　②  人材育成・人材発掘の促進及び国際交流を積極的に推進する都市づくり

　国際化に柔軟に対応できる人材育成や地域リーダーとなる人材発掘を促進します。また、国際交流

を積極的に推進する都市づくりを図るために、各種交流の推進として、国際交流推進事業や交流施設

整備事業等を推進します。

人材育成・人材発掘の促進

各種交流の推進

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆ ｢人権教育・啓発に関する基本計画｣ の策定

◆人権同和教育推進事業

◆男女共同参画計画の策定

◆男女共同参画条例制定に向けた調査研究

主 　 な 　 事 　 業

　③  お互いが人権を尊重しあう思いやりのある都市づくり

　人権尊重社会の実現のために、人権教育・人権啓発施策推進の指針となる ｢人権教育・啓発に関

する基本計画｣ を策定し、この計画に基づいた各施策を推進します。

　男女共同参画を計画的にかつ総合的に推進するための ｢男女共同参画計画｣ を策定し、この計画に

基づいた各施策を推進します。また、男女共同参画条例制定に向けた調査研究にも取り組みます。

人権教育・啓発の推進

男女共同参画の推進



52

※　｢ＧＩＳ｣とは、（地理情報システム）の略で、地図上に様々な情報を重ね合わせて表示したり、分析するシステムのことをいいます。
※　｢特例債基金活用事業｣･･･新市のイベントや自治会活動への助成などに特例債基金の利息を活用する事業です。

※　｢行政改革大綱策定｣･･･行政改革の推進及び行政組織の簡素合理化を行うための定員適正化計画、職員の資質向上に資する
人材育成計画を盛り込んだ行政改革大綱を策定するものです。

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆財政計画策定

◆バランスシート作成

◆総合計画策定

◆行政評価制度構築事業

◆行政改革大綱策定

行財政の効率化

　①  健全な行財政運営を進める都市づくり

　健全な行財政運営を進める都市づくりを図るために、行財政の効率化策として、行政評価制度構築

事業等を進めます。

（７）健全な行財政組織の都市づくり（行財政の効率化等）

主 　 な 　 事 　 業

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆情報公開・個人情報保護制度確立事業

◆広報活動・ホームページ・ケーブルテレビ等整備事業

情報公開

行政広報

　②  開かれた行政を推進する都市づくり

　開かれた行政を推進する都市づくりを図るために、情報公開として、情報公開・個人情報保護制度

確立事業を推進します。

主 　 な 　 事 　 業

■主要施策

主　要　施　策　項　目

◆庁舎管理・改修事業

◆庁舎利用促進事業

◆行政情報化推進事業

◆郵便局等との連携強化

◆特例債基金活用事業（新規）

庁舎等施設・設備の整備

行政サービスの機能強化

財政支援措置の活用

　③  質の高い行政サービスの提供を推進する都市づくり

　質の高い行政サービスの提供を推進する都市づくりを図るために、庁舎等施設・設備の整備として、

行政情報化推進事業（行政事務システムの情報化、総合ネットワークの構築、ＧＩＳの導入等のデジタ

ル化など）を進め、各総合支所等については、庁舎を単なる行政事務だけの場でなく、市民が集い楽

しむ場所として市民に開かれた役所づくりや、郵便局等との連携による行政サービスの強化、また、

地域住民の連携の強化や自主的なまちづくり活動を支援します。

主 　 な 　 事 　 業




